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Ⅰ　はじめに

　本町を含む普通地方公共団体で用いられている会計手法（現金主義・単式簿記）

は、予算の適正かつ確実な執行を図り、単年度の収支状況を明らかにすることに主

眼が置かれ、ストック（資産・負債等）やコスト（減価償却費等現金の動きを伴わ

ないコスト含む）情報が不足しているといわれています。

　本町では、これらの不足する情報を補完するため、企業会計（発生主義・複式簿

記）の考え方を用いた財務書類を平成２２年度決算分から毎年作成しており、この

度、平成２９年度決算に基づく財務書類が完成しましたので公表します。

　なお、平成２７年度決算分までは「総務省方式改訂モデル」により作成しており

ましたが、平成２８年度決算分から固定資産台帳の整備等により客観性・比較可能

性を担保した「統一的な基準」により作成しています。

　今回公表する財務書類を通して、本町の財政状況に対する理解を深めていただけ

ると幸いです。

Ⅱ　地方公会計の財務書類について

１．目的

　①説明責任の履行

　　住民や議会、外部に対する財務情報の分かりやすい開示

　②財政の効率化・適正化

　　財政運営や政策形成を行う上での基礎資料として、資産・債務管理や予算編成、

　　政策評価等に有効に活用

２．具体的内容

　発生主義により、ストック情報・フロー情報を総体的・一覧的に把握することに

より、現金主義会計を補完するものです。

３．財務書類整備の効果

　① 資産・負債（ストック）の総体の一覧的把握

　　 資産形成に関する情報（資産・負債のストック情報）の明示

　② 発生主義による正確な行政コストの把握

　　 見えにくいコスト（減価償却費、退職金引当金など各種引当金）の明示

　③公共施設マネジメント等への活用

　　 固定資産台帳の整備等により、公共施設マネジメント等への活用が可能
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４．財務書類４表の体系

地方公会計の財務書類の体系は、以下の４表となっています。

　① 貸借対照表

　　　会計年度末時点で、地方公共団体がどのような資産を保有しているか、また、

　　その資産がどのような財源でまかなわれているかを対照表で示したものです。

　　　・資産：公共施設等の固定資産や将来、使用する現金等の資産

　　　・負債：地方債や退職手当引当金など、将来世代の負担

　　　・純資産：過去または現世代の負担

　② 行政コスト計算書

　　　一会計期間において、資産形成に結びつかない、経常的な行政活動に係る費用

　　と、その行政活動と直接の対価性のある経常的な収益を対比させたものです。

　　　・経常費用：人件費、物件費、移転費用（補助金）など

　　　・経常収益：使用料及び手数料といった受益者負担収益

　③ 純資産変動計算書

　　　貸借対照表の純資産の部に計上されている各項目が、１年間でどのように変動

　　したかを示したものです。

　④ 資金収支計算書

　　　一会計期間における地方公共団体の行政活動に伴う現金等の資金の流れを性質

　　の異なる三つの活動（業務・投資・財務）に分けて示したものです。

なお、下図の矢印は財務書類４表の相互関係を示しています。

臨時利益
固定資産等

の変動
前年度末残高

純資産 純行政コスト 本年度末残高 本年度末残高

経常収益 純行政コスト 投資活動収支

臨時損失 財源 財務活動収支

貸借対照表  行政コスト
計算書

 純資産変動
計算書

 資金収支
計算書

資産 負債
経常費用 前年度末残高 業務活動収支

うち

現金

預金

+本年度末
歳計外現残高
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５．対象とする会計

対象とする会計の範囲は、以下のとおりです。

※本項以降は、一般会計等財務書類について説明します。

一部事務組合
・広域連合

地方三公社

第三セクター

全体

連結

徳島県市町村議会議員公務災害補償等組合

徳島県後期高齢者医療広域連合（一般会計）

徳島県後期高齢者医療広域連合（特別会計）

エーアイテレビ株式会社

板野町土地開発公社

松茂町ほか二町競艇事業組合

板野西部青少年補導センター組合

板野西部消防組合

中央広域環境施設組合

徳島県市町村総合事務組合（一般会計）

徳島県市町村総合事務組合（特別会計）

一般会計等

公営企業会計

公営事業会計

財務書類区分

公共下水道事業特別会計

水道事業会計

奨学金貸付貸与事業特別会計

住宅新築資金等貸付事業特別会計

一般会計

後期高齢者医療特別会計

介護保険（介護サービス事業）特別会計

介護保険（保険事業）特別会計

特別会計国民健康保険

会計区分 会計名称等

一般会計等
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Ⅲ　一般会計等財務書類について

１．概要

①貸借対照表（バランスシート）
　貸借対照表は、平成30年3月31日時点で板野

町が保有している資産と、その資産を取得するた

めに使ったお金の調達方法を示しています。現金

　 有形固定資産 の収支に注目する従来の決算書では把握すること

ができなかった板野町の財産や負債など、これま

での資産形成の結果を知ることができます。

無形固定資産 ・有形固定資産

　道路や学校など板野町が保有する公共施設等の

総額

・無形固定資産

　特許権、借地権などの法律上の権利やソフトウ

ェア、電話加入権などの総額

・投資その他の資産

賞与等引当金 　特定の目的で積立てた基金や出資金の総額

・流動資産

　現金預金や現金化しやすい未収金などの総額

・負債

　地方債の残高や退職手当引当金などの総額

（将来世代が負担する金額）

・純資産

　道路や学校などの整備の財源として受けた国や

県からの補助金や地方税の総額

※各項目ごとに端数調整しているため、合計額が一致しない場合があり （これまでの世代が負担してきた金額）

　 ます。（以下、同様）

貸借対照表を住民一人当たりの家計簿に置き換えると･･･  （※平成30年3月末現在人口：13,560人）

固定資産 22,442,636 固定負債 4,257,590

19,289,997 地方債 3,722,900

（単位：千円）
科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

物品 586,953 損失補償等引当金 0

11,991 その他 6,563

事業用資産 8,304,967 長期未払金 0

インフラ資産 10,879,951 退職手当引当金 528,128

現金預金 613,704 未払金 0

未収金 37,354 未払費用 0

投資その他の資産 3,140,648 流動負債 528,201

流動資産 1,809,292 1年以内償還予定地方債 372,978

棚卸資産 0 65,696

その他 0 預り金 79,648

短期貸付金 653 前受金 0

基金 1,160,262 前受収益 0

【純資産の部】

固定資産等形成分 23,603,550

徴収不能引当金 △ 2,681 その他 9,878
負債合計 4,785,792

資産合計 24,251,928 負債及び純資産合計 24,251,928

余剰分（不足分） △ 4,137,414
純資産合計 19,466,136

0

50

100

150

200

借方 貸方

流動資産 投資等 公共資産

純資産 流動負債 固定負債

（万円）

借方＝現在保有している資産の総額

約179万円

負債＝

将来支払わなければならないお金

（ローンの残高など）

○固定負債 約31万円

…長期的に返していく必要がある借金

○流動負債 約4万円

…来年返す予定の借金

純資産＝

すでに支払ったお金

土地や建物の購入のために親からの

援助金や自己資金など

約144万円

貸方＝資産取得時の資金の調達方法

約179万円の支払方法

所有している土地や建物、

車など 約143万円

有価証券や定期預金など

約23万円

現金や普通預金など

約13万円
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②行政コスト計算書
　行政サービスを提供する際に発生する支出のうち、資産の取得（土地や建物の購入）に関わらない支出と、行政サービス

の対価として得られた収入を計上しています。経常費用が経常収益を上回っていますが、これは行政コスト計算書上の収入

に行政サービスの直接的な収入のみを計上しているためです。

・人件費

　 　職員給与のほかに、賞与引当金や退職手当引当金の繰入額が計上されています。

・物件費

　物件費のほかに、施設の維持修繕費や減価償却費が計上されています。

・その他の業務費用

移転費用 　支払利息、貸付金、火災保険料などが計上されています。

・移転費用

　移転費用には、補助金や社会保障給付、他会計への繰出金などが計上されていま

す。

・経常収益

　行政サービスの直接対価である使用料や手数料、財産貸付収入、現金利子、雑入

などが計上されています。

③純資産変動計算書 ④資金収支計算書
　貸借対照表の純資産の部の増加要因と減少要因を計上し、純 　貸借対照表の現金が1年間でどのように変化したのか

資産が1年間でどのように変動したのかを示しています。 を示しています。

　純資産の増加要因には、行政サービスの対価として支払われ 　現金の使いみちにより、3つの区分に分け、どのよう

る以外の収入（税収や国・県からの補助金など）があり、減小 な行政活動にいくら使ったのかが分かります。

要因には、行政コスト計算書で算出される純経常行政コストや

災害復旧などで臨時的に必要となった支出などが計上されてい

ます。

・業務活動収支

　行政サービスを 　

行う中で毎年継続

的に収入・支出さ

れる金額が集計さ

れています。

・投資活動収支 　

　学校、道路など

の公共施設の投資

活動収支や基金の

積立・取崩、貸付 　

金などの収入・支

出の金額が集計さ

れています。

・財務活動収支

　地方債等の借入

・償還などの金額

が集計されていま

　純資産が昨年度よりも増加した場合は、負債の増加より資産 す。

の増加の方が多かったことを示しています。逆に純資産が減少

した場合は、行政コストが多くかかっていたり、資産の増加よ

り負債の増加が多かったことを示しています。

人件費 1,030,742

物件費 1,798,387

その他の業務費用 94,899

（単位：千円）

科目 金額

経常費用 5,128,332

業務費用 2,924,028

その他 33,994

経常収益 626,846

使用料及び手数料 164,046

2,204,303

補助金等 794,448

社会保障給付 826,842

他会計への繰出金 549,020

臨時利益 10,345
純行政コスト 4,497,531

（単位：千円）

科目 金額

その他 462,800
純経常行政コスト 4,501,486

臨時損失 6,390

（単位：千円） 【業務活動収支】

科目 金額
業務支出 4,318,094

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

純行政コスト（△） △ 4,497,531 - △ 4,497,531 業務活動収支 501,512

業務収入 4,739,583

臨時支出 6,390

前年度末純資産残高 19,297,028 24,056,614 △ 4,759,586 臨時収入 86,413

税収など 3,737,996 - 3,737,996 投資活動支出 840,472

財源 4,665,063 - 4,665,063 【投資活動収支】

本年度差額 167,532 - 167,532 投資活動収支 △ 244,925
国県等補助金 927,067 - 927,067 投資活動収入 595,547

有形固定資産等の増加 - 409,273 △ 409,273 財務活動支出 394,646

固定資産等の変動(内部変動) - △ 454,492 454,492 【財務活動収支】

貸付金・基金等の増加 - 476,935 △ 476,935 財務活動収支 △ 59,283
有形固定資産等の減少 - △ 774,936 774,936 財務活動収入 335,363

本年度末資金残高 534,056
資産評価差額 0 0 - 前年度末資金残高 336,752

貸付金・基金等の減少 - △ 564,765 565,765 本年度資金収支額 197,304

その他 △ 83 △ 230 147

本年度純資産変動額 169,108 △ 453,064 622,171

無償所管換等 1,659 1,658,565 -

本年度末歳計外現金残高 79,648
本年度末現金預金残高 613,704

前年度末歳計外現金残高 1,138,405

本年度末純資産残高 19,466,136 23,603,550 △ 4,137,414 本年度末歳計外現金増減額 △ 1,058,757
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２．分析

（１）資産の状況

　①住民一人当たりの資産額

　　資産額を住民基本台帳人口で除して住民一人当たり資産額を算出することにより

　住民にとって理解しやすい情報になるとともに他団体との比較が容易になります。

　②有形固定資産の行政目的割合

　　有形固定資産の行政目的別割合を算定することにより、行政分野ごとの公共資産

　形成の比重を把握することができます。

　　※板野町は、「生活インフラ・国土保全」の割合が最も高く、道路などの生活基盤の

　　整備に最も力を注いできたことを表しています。

　③歳入額対資産比率

　　歳入総額に対する資産合計の比率を算定することにより、これまでに形成された

　ストック（資産）が歳入の何年分に相当するかを示す指標となります。

　　平均的な値は、3年～7年程度とされています。この比率が高いほど、ストック

　（資産）の形成が進んでいることを表します。

合　計 192億9,000万円 100.0%

消　防 9,897万円 0.5%

総　務 22億9,550万円 11.9%

環境衛生 2億1,690万円 1.1%

産業振興 4億1,193万円 2.1%

教　育 32億6,913万円 16.9%

福　祉 12億4,974万円 6.5%

行政目的 有形固定資産残高 構成比

生活インフラ・国土保全 117億4,783万円 60.9%

242億5,193万円 ÷ 60億9,366万円 ＝ 4.0年 （ H28：4.5年 ）
( 資産合計 ) ( 歳入総額 ) ( 比率 )

住民一人当たり 【資産】 179万円 （ H28：188万円 ）
＊H30.3.31現在人口：13,560人
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　④有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率）

　　有形固定資産のうち、償却対象資産の取得価額合計に対する減価償却累計額の

　割合を算出することにより、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過して

　いるのかを全体として把握することができます。

　　平均的な値は、35～50％と程度されています。この比率が高いほど近い将来

　施設の建替え等が必要となる可能性があります。　　

　　※板野町は平均的な値を超えており、町の資産が全体的に老朽化していることを表し

　　ています。今後は、「公共施設等総合管理計画」に基づき、中長期的な視点で施設の

　　更新や統廃合、長寿命化などを検討する必要があります。

（２）資産と負債の比率

　①純資産比率

　　地方公共団体は、地方債を発行することにより現世代と将来世代の負担配分を

　行っております。純資産比率は、資産のうち将来世代に負担のない純資産の割合

　を表しています。この比率が高いほど、将来世代の負担が少ないことを表します

　が、世代間の公平性に留意する必要があります。

　　平均的な値は、60％程度とされています。

　　※板野町は平均的な値を超えており、過去の世代において、多くの資産が形成された

　　きたことを表しています。

　②社会資本形成の将来世代負担比率

　　有形固定資産などの社会資本等に対して、将来の償還等が必要な負債による調達

　割合（公共資産等形成充当負債の割合）を算定することにより、社会資本等形成に

　係る将来世代の負担の程度を把握することができます。

13億3,807万円 ÷ 193億199万円 ＝ 6.9％
( 地方債残高（特例地方債除く）)   ( 有形・無形固定資産合計) ( 比率 )

（ H28：7.2% ）

244億3,875万円 ÷ 395億2,856万円 ＝ 61.8％ （ H28：59.8% ）
(減価償却累計額) (償却対象資産の取得価額合計) (比率)

194億6,614万円 ÷ 242億5,193万円 ＝ 80.3％ （ H28：75.5% ）
( 純資産合計 ) ( 資産合計 ) ( 比率 )
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（３）負債の状況

　①住民一人当たり負債額

　　負債額を住民基本台帳人口で除して住民一人当たり負債額を算出することにより

　住民にとって理解しやすい情報になるとともに他団体との比較が容易になります。

　②基礎的財政収支（プライマリーバランス）

　　資金収支計算書上の業務活動収支（支払利息支出除く）及び投資活動収支（基金

　除く）合算額を算出することにより、基礎的な財政力を表しています。

　　具体的には、基本的な町税や使用料などの収入及び建設事業に充てられる国や県

　の補助金の合計と、行政サービスを提供するために必要な費用及び公共施設などを

　整備するためにかかる費用を差引し、合計から利息の支払いを除いたものを指しま

　す。

（４）行政コストの状況

　①住民一人当たり行政コスト

　　行政コスト計算書で算出され純行政コストについて、住民一人当たりの行政コス

　トとすることにより、行政活動の効率性を見ることができます。

住民一人当たり 【行政コスト】 33万円 （ H28：37万円 ）

＊H30.3.31現在人口：13,560人

5億3,198万円 ＋ ( -3億625万円 ) ＝ 2億2,573万円
( 業務活動収支（支払利息除く）) ( 投資活動収支（基金除く） ) ( 基礎的財政収支 )

（ H28：2億6,703万円 ）

住民一人当たり 【負債額】 35万円 （ H28：46万円 ）

＊H30.3.31現在人口：13,560人
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　②性質別行政コスト

　　行政コスト計算書で算出される性質別の各行政コストについて、住民一人当たり

　の各行政コストとすることにより、地方公共団体の行政活動に係る効率性を見るこ

　とができます。

　　※板野町は、物件費等の割合が一番高くなっています。この物件費等には、物件費の

　　他に維持補修費や減価償却費などが含まれています。

（５）受益者負担の状況

　①行政コストに占める受益者負担の割合（受益者負担比率）

　　行政コスト計算書の経常収益（使用料・手数料等）と経常費用と比較することに

　より、行政サービス提供に対する直接的な負担の割合を算出することができます。

　　平均的な値は、2％～8％程度とされています。

その他 3,399万円 1千円

合　計 51億2,833万円 37万8千円

社会保障給付 8億2,684万円 6万1千円

他会計への繰出金 5億4,902万円 4万円

その他の業務費用 9,490万円 7千円

補助金等 7億9,445万円 5万9千円

人件費 10億3,074万円 7万6千円

物件費等 17億9,839万円 13万3千円

＊H30.3.31現在人口：13,560人

性質別 行政コスト 一人当たり

6億2,685万円 ÷ 51億2,833万円 ＝ 12.2％ （ H28：5.6% ）
( 経常収益 ) ( 経常費用 ) ( 受益者負担比率 )
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